
 

板橋区ベビーシッター利用支援事業（事業者連携型）利用料助成要綱 
 

（令和６年１月１２日区長決定） 
 
（目的） 
第１条 この要綱は、東京都が待機児童の解消に資することを目的として実施するベビーシッタ

ー利用支援事業（ベビーシッター事業者連携型。以下「本事業」という。）の利用者が、本事業

を利用することに伴い、ベビーシッター事業者（以下「事業者」という。）から請求を受ける利

用者負担額（以下「利用料」という。）について、その費用の全部又は一部を予算の範囲内で助

成することにより、保育所等利用者との金銭的負担の均衡を図るとともに、本事業の利用を促

進することを目的とする。 
 
（助成対象者） 

第２条 この要綱による助成を受けることができる者は、板橋区ベビーシッター利用支援事業実

施要綱（平成３１年２月１２日区長決定）第３条に定める者のうち、同要綱第５条の申請をし

た後、本事業に基づく居宅保育サービスの提供を受けた者（以下「利用者」という。）で、次の

各号に掲げる要件を全て満たす者とする。 

（１）本事業の利用に係る児童が、第２子以降（利用者に監護される者であって、かつ利用者と

生計を一にする者のうち、最年長者から順に数えて２人目以降の者）であること。 

（２）住民税課税世帯（本事業の利用に係る児童と同一の世帯に属し、又は生計を同一にする父

母その他扶養義務者（家計の主宰者である場合に限る。）の区市町村民税均等割額の合算額が０

円でないこと。なお、助成対象月が４月から８月までの場合は前年度の区市町村民税、９月か

ら３月までの場合は当該年度の区市町村民税に拠る。）であること。 

  

（対象経費） 
第３条 この要綱による助成の対象となる経費は、本事業の利用に伴い発生する利用料であって、

かつ、事業者が利用者に対して請求したものとする。 
 
（助成金額） 
第４条 助成金の額は、利用実績に応じて、利用者が事業者からの請求に基づき支払った利用料

の額とする。ただし、助成額は、児童１人あたり月額３３，０００円を上限とする。 
２ 前項の助成額に１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 
 
（助成申請） 
第５条 助成金の交付を受けようとする利用者（以下「申請者」という。）は、助成申請書（別記

第１号様式）に、事業者が発行した利用料に係る領収書、当該年度及び前年度の区市町村民税

課税証明書又は区市町村民税納税通知書、給与所得等に係る特別徴収税額に関する通知書の写

し、その他必要な書類を添付して、区長に提出しなければならない。 
２ 前項の規定にかかわらず、区長は、次の各号のいずれかの書類により児童が属する世帯の区

市町村民税課税状況を確認することができるときは、前項の書類の提出を省略することができる。 
（１）同年度における東京都板橋区児童福祉法施行規則（昭和４０年３月１日東京都板橋区規則



 

第１２号）第４条第３項に規定する保育所入所申込書等 
（２）公簿等 
（３）生活保護法の規定による保護を受けている世帯にあっては、福祉事務所の長の証明書 
３ 助成金の交付申請は、年度ごとに行うものとする。 
 
（交付決定通知等） 
第６条 区長は、前条の規定に基づく申請を受けたときは、速やかに審査し、適当と認めた場合

は交付決定通知書（別記第２号様式）により、不適当と認めた場合は不交付決定通知書（別記

第３号様式）により、それぞれ申請者に通知する。 
 
（決定の取消し・変更） 
第７条 区長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、助成金の交付決定の全部又は一部を取

り消し、又は変更するものとする。 
（１）申請者が偽りその他不正な手段により助成金の交付を受けたとき。 
（２）助成要件を満たしていないとき。 
（３）その他区長が必要と認めたとき。 
 
（助成金の返還） 
第８条 区長は、前条の規定により助成金の交付の決定の全部又は一部を取り消した場合におい

て、既に助成金が交付されているときは、期限を定めて申請者にその返還を命ずるものとする。 
 
（委任） 
第９条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 
 

付 則 
この要綱は、区長決定の日から施行し、令和５年１０月１日から適用する。 

  



別記第１号様式（第５条関係） 

 （宛先）板橋区長 

 

ベビーシッター利用支援事業（事業者連携型）利用料助成申請書 兼 口座振替依頼書 

 

  年  月  日 

住 所 

板橋区  

 

              連絡先  （    ） 

フ リ ガ ナ  

保 護 者 氏 名 
 

フ リ ガ ナ  

児 童 氏 名  

生 年 月 日           年     月     日 

申 請 区 分 
右欄の□にレ点を記入してくだ

さい。 

□第２子以降（上記児童） 

□課税世帯（区市町村民税） 

請 求 月     年    月分 から     年    月分 まで 

・ 板橋区ベビーシッター利用支援事業の利用に伴い、事業者から請求を受けた利用料の助成

について、領収書等を添付して申請します。 

・ 助成金受給対象となった場合には、下記の指定口座に振り込んでください。 

（個人情報について） 

□  決定に当たっては、必要な範囲で、板橋区が保有する保育施設入所申込み状況その他審査に要

する情報を閲覧及び調査することに同意します。 

□  本申請内容及び同意して得た情報を受給資格審査、補助金額の算定並びにその付帯業務のため

区が利用することに同意します。 

（フリガナ） 

保護者氏名                 印 

振 込 先 

金 融 機 関 名 
 

支 店 名 
 

口 座 番 号 普通口座        

フ リ ガ ナ  

口 座 名 義 人 
 

※ 振込先は、児童の保護者名義の口座に限ります。 

※ ゆうちょ銀行の場合、通帳で確認し、支店名は漢数字３桁をご記入ください。 



別記第2号様式（第６条関係）

〒

円

4月 円 10月 円

5月 円 11月 円

6月 円 12月 円

7月 円 1月 円

8月 円 2月 円

9月 円 3月 円

金　額

板橋区長　　

 坂　本　　健

（公 印 省 略）

児童氏名

下記の通り、板橋区ベビーシッター利用支援事業（事業者連携型）利用料助成額を決定したので通知します。

保護者氏名

年　　月　　日

板橋区

　　●●　●●　　様

年　　　月　　　日

板橋区ベビーシッター利用支援事業（事業者連携型）利用料助成

記

交付決定通知書

金　額

（内訳）

生年月日利用事業者

交　付　決　定　額



別記第３号様式（第６条関係） 

 

 

 

         様 

 

 

 

 

板橋区ベビーシッター利用支援事業（事業者連携型）利用料助成 

不交付決定通知書 

 

 

 

年  月  日付けで交付申請のありました、ベビーシッター利用

支援事業の利用に係る利用料の助成につきましては、下記の理由により不交

付となりましたので通知します。 

  

記 

 

 

不交付理由 

 

 

 

 

 

   年   月   日 

 

 

                    東京都板橋区長 

                         坂 本  健 

                         （公 印 省 略） 
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